
【様式第1号】

自治体名：伊豆の国市

会計：一般会計等 （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 123,236,365,192   固定負債 22,507,357,037

    有形固定資産 114,993,561,102     地方債 20,085,401,083

      事業用資産 35,039,403,053     長期未払金 -

        土地 21,380,532,040     退職手当引当金 2,351,749,000

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 32,738,682,274     その他 70,206,954

        建物減価償却累計額 -21,558,986,373   流動負債 2,093,616,420

        工作物 5,043,816,345     １年内償還予定地方債 1,849,954,486

        工作物減価償却累計額 -3,846,703,393     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 711,529

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 205,519,505

        航空機 -     預り金 1,460,000

        航空機減価償却累計額 -     その他 35,970,900

        その他 - 負債合計 24,600,973,457

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 1,282,062,160   固定資産等形成分 126,273,638,077

      インフラ資産 79,607,283,156   余剰分（不足分） -23,164,261,822

        土地 4,097,529,483

        建物 519,139,166

        建物減価償却累計額 -320,020,322

        工作物 164,779,152,818

        工作物減価償却累計額 -89,641,795,356

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 173,277,367

      物品 2,664,466,549

      物品減価償却累計額 -2,317,591,656

    無形固定資産 88,022,544

      ソフトウェア 53,832,459

      その他 34,190,085

    投資その他の資産 8,154,781,546

      投資及び出資金 4,661,755,521

        有価証券 -

        出資金 4,659,064,521

        その他 2,691,000

      投資損失引当金 -9,528,786

      長期延滞債権 182,568,177

      長期貸付金 34,619,599

      基金 3,318,618,686

        減債基金 -

        その他 3,318,618,686

      その他 -

      徴収不能引当金 -33,251,651

  流動資産 4,473,984,520

    現金預金 889,460,477

    未収金 550,554,556

    短期貸付金 7,775,399

    基金 3,029,497,486

      財政調整基金 2,493,986,011

      減債基金 535,511,475

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -3,303,398 純資産合計 103,109,376,255

資産合計 127,710,349,712 負債及び純資産合計 127,710,349,712

貸借対照表
（令和2年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：伊豆の国市

会計：一般会計等 （単位：円）

行政コスト計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

  経常費用 20,548,180,353

    業務費用 11,389,975,440

      人件費 3,106,523,846

        職員給与費 2,115,110,980

        賞与等引当金繰入額 205,519,505

        退職手当引当金繰入額 87,643,236

        その他 698,250,125

      物件費等 7,993,378,435

        物件費 3,098,743,162

        維持補修費 572,028,420

        減価償却費 4,322,606,853

        その他 -

      その他の業務費用 290,073,159

        支払利息 118,007,500

        徴収不能引当金繰入額 36,555,049

        その他 135,510,610

    移転費用 9,158,204,913

      補助金等 3,343,788,075

      社会保障給付 3,832,640,259

      他会計への繰出金 1,822,054,938

      その他 159,721,641

  経常収益 1,136,718,598

    使用料及び手数料 731,613,867

    その他 405,104,731

純経常行政コスト 19,411,461,755

  臨時損失 220,862,915

    災害復旧事業費 220,862,915

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

純行政コスト 19,631,810,582

    その他 -

  臨時利益 514,088

    資産売却益 514,088



【様式第3号】

自治体名：伊豆の国市

会計：一般会計等 （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 106,483,239,656 126,794,514,114 -20,311,274,458

  純行政コスト（△） -19,631,810,582 -19,631,810,582

  財源 16,230,733,263 16,230,733,263

    税収等 12,334,961,216 12,334,961,216

    国県等補助金 3,895,772,047 3,895,772,047

  本年度差額 -3,401,077,319 -3,401,077,319

  固定資産等の変動（内部変動） -548,090,839 548,090,839

    有形固定資産等の増加 2,172,606,418 -2,172,606,418

    有形固定資産等の減少 -4,326,606,853 4,326,606,853

    貸付金・基金等の増加 3,329,968,433 -3,329,968,433

    貸付金・基金等の減少 -1,724,058,837 1,724,058,837

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 27,214,802 27,214,802

  その他 -884 - -884

  本年度純資産変動額 -3,373,863,401 -520,876,037 -2,852,987,364

本年度末純資産残高 103,109,376,255 126,273,638,077 -23,164,261,822

純資産変動計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日



【様式第4号】

自治体名：伊豆の国市

会計：一般会計等 （単位：円）

資金収支計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 16,580,246,262

    業務費用支出 7,128,041,599

      人件費支出 3,232,698,218

      物件費等支出 3,670,771,582

      支払利息支出 118,007,500

      その他の支出 106,564,299

    移転費用支出 9,452,204,663

      補助金等支出 3,343,788,075

      社会保障給付支出 3,832,640,259

      他会計への繰出支出 1,822,054,938

      その他の支出 453,721,391

  業務収入 16,672,642,626

    税収等収入 12,286,642,891

    国県等補助金収入 3,712,791,737

    使用料及び手数料収入 272,761,683

    その他の収入 400,446,315

  臨時支出 220,862,915

    災害復旧事業費支出 220,862,915

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 -128,466,551

【投資活動収支】

  投資活動支出 5,260,139,011

    公共施設等整備費支出 2,168,606,418

    基金積立金支出 3,084,202,593

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 7,330,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,958,004,682

    国県等補助金収入 182,980,310

    基金取崩収入 1,472,038,900

    貸付金元金回収収入 7,775,399

    資産売却収入 295,210,073

    その他の収入 -

投資活動収支 -3,302,134,329

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,631,583,141

    地方債償還支出 1,587,730,401

    その他の支出 43,852,740

  財務活動収入 5,208,330,000

    地方債発行収入 5,208,330,000

前年度末歳計外現金残高 1,490,000

本年度歳計外現金増減額 -30,000

本年度末歳計外現金残高 1,460,000

本年度末現金預金残高 889,460,477

    その他の収入 -

財務活動収支 3,576,746,859

本年度資金収支額 146,145,979

前年度末資金残高 741,854,498

本年度末資金残高 888,000,477



１．重要な会計方針

(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・・再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

イ．昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの・・・・・取得原価

取得原価が不明なもの・・・・・・・・再調達原価

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

②無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの・・・・・・・取得原価

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・再調達原価

(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

①満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・該当事項なし

②満期保有目的以外の有価証券

ア．市場価格のあるもの・・・・・・・・・該当事項なし

イ．市場価格のないもの・・・・・・・・・該当事項なし

③出資金

ア．市場価格のあるもの・・・・・・・・・該当事項なし

イ．市場価格のないもの・・・・・・・・・出資金額

(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当事項なし

(４)有形固定資産等の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法　

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物　　10年～50年

工作物　 3年～80年

物品　　 2年～45年

②無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

③リース資産

ア．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

イ．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(５)引当金の計上基準及び算定方法

①投資損失引当金

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を

計上しています。

②徴収不能引当金

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。

③退職手当引当金

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額を計上しています。

④損失補償等引当金

該当事項なし

⑤賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(６)リース取引の処理方法

①ファイナンス・リース取引

ア．所有権移転ファイナンス・リース取引及び所有権移転外ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース及びリース料総額が300万円以下の

ファイナンス・リース取引を除きます。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ．ア以外のファイナンス・リース取引

　 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

②オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(７)資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。）

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(８)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

①物品及びソフトウェアの計上基準

物品及び美術品については、取得価額又は見積価格が 50 万円以上の場合に資産として計上しています。

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

②資本的支出と修繕費の区分基準

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資産の取得価額等のおおむね10％未満相当額以下であるときに修繕費として

処理しています。

２．重要な会計方針の変更等

(１)会計方針の変更

該当事項なし

(２)表示方法の変更

該当事項なし

(３)資金収支計算書における資金の範囲の変更

該当事項なし

注記



３．重要な後発事象

(１)主要な業務の改廃

該当事項なし

(２)組織・機構の大幅な変更

該当事項なし

(３)地方財政制度の大幅な改正

該当事項なし

(４)重大な災害等の発生

該当事項なし

４．偶発債務

(１)保証債務及び損失補償債務負担の状況

該当事項なし

(２)係争中の訴訟等

該当事項なし

５．追加情報

(１)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

①一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。

一般会計

楠木及び天野揚水場管理特別会計

②地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって

会計年度末の計数としています。

③地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。

実質赤字比率 -%

連結実質赤字比率 -%

実質公債費比率 7.0%

将来負担比率 50.4%

④繰越事業に係る将来の支出予定額 0 千円

⑤過年度修正等に関する事項

該当なし

(２)貸借対照表に係る事項

①地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。

標準財政規模 11,590,097 千円

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 1,338,656 千円

将来負担額 28,269,695 千円

充当可能基金額 5,200,494 千円

特定財源見込額 137,722 千円

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 17,757,777 千円

②地方自治法第 234 条の 3 に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額

該当事項なし

(３)純資産変動計算書に係る事項

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

①固定資産等形成分

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

②余剰分（不足分）

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

(４)資金収支計算書に係る事項



①基礎的財政収支 △1,700,429,687 円

②既存の決算情報との関連性

収入（歳入） 支出（歳出）

24,580,818,645円 23,695,053,048円

17,186,153円 14,951,273円

△741,854,498円 0円

△17,172,992円 △17,172,992円

23,838,977,308円 23,692,831,329円

地方自治法第233条第1項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに対し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲と

しているため、歳入歳出決算書と資金収支計算書は一部の特別会計（楠木及び天野揚水場管理特別会計）の分だけ相違します。

歳入歳出決算書では繰越金を収入として計上しますが、公会計では計上しないため、その分だけ相違します。

また、会計間の取引の相殺を行っているため、相違します。

③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

資金収支計算書

業務活動収支 △ 128,466,551 円

投資活動収入の国県等補助金収入 182,980,310 円

未収債権、未払債務等の増減額 742,214,970 円

減価償却費 △ 4,322,606,853 円

賞与等引当金繰入額（増減額） 4,819,372 円

退職手当引当金繰入額（増減額） 121,355,000 円

徴収不能引当金繰入額（増減額） △ 1,887,655 円

資産除売却益 514,088 円

純資産変動計算書の本年度差額 △ 3,401,077,319 円

④一時借入金

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。

　 一時借入金の限度額 1,000,000 千円

一時借入金に係る利子額 - 千円

⑤重要な非資金取引

重要な非資金取引は以下のとおりです。

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額

0 円

資金収支計算書

歳入歳出決算書

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額

繰越金に伴う差額

会計間の繰入れ・繰出しの相殺


